
平成３０年４月２日

平成３０年度「生活者としての外国人」のための日本語教室空白地域解消

推進事業～地域日本語教育スタートアッププログラム～の採択について

文化庁では，この度平成３０年度「生活者としての外国人」のための日本語教室空白

地域解消推進事業～地域日本語教育スタートアッププログラム～の採択団体を決定しま

したので，お知らせします。

記

１．事業の概要

別紙１のとおり

２．予算額

３６，０９２千円

３．採択件数等

・採択件数 １８件

・採択団体 別紙２のとおり

４．採択団体に派遣するアドバイザー

・３２名 別紙３のとおり

５．審査

外部有識者による「生活者としての外国人」のための日本語教育事業企画･評価会議

の審査を経て，文化庁長官が決定 （委員名簿は別紙４）。

＜担当＞ 文化庁文化部国語課

課長 髙橋

日本語教育専門官 藤山

日本語教育指導・普及係長 積田

日本語教育専門職 北村・増田

電話：03－5253－4111（代表）

（内線2839，2644）



別紙１ 

 
平成３０年度「生活者としての外国人」のための日本語教室空白地域 

解消推進事業～地域日本語教育スタートアッププログラム～ 
概要 

 

１．本事業の目的 

日本国内に定住している外国人等を対象とし，日常生活を営む上で必要となる日

本語能力等を習得できるよう，各地の優れた取組を支援することにより，地域にお

ける日本語教育の拠点が各地に整備され，日本語教育の推進が図られることを目的

とします。 

 

２．事業内容 

 定住している外国人等を対象とした日本語教育が行われていない市区町村にお

いて，日本語教室の設置・開設を促進するため，以下の支援を行います。 

 

（１）地域日本語教育の専門家であるアドバイザーの派遣 

（業務の具体例） 

・地域の実状に応じた日本語プログラムの開発 

・施策立案に向けた助言／日本語教室の設置に対する指導・助言 

・コーディネーターに対する指導・助言 

・日本語教育を行う人材育成に対する指導・助言 

・日本語教室の安定的な運営に向けた指導・助言 

 

（２）コーディネーターの活動に対する支援 

（業務の具体例） 

・学習ニーズの把握／地域住民への意識啓発 

・関係機関との調整／日本語教室のカリキュラム・学習教材の作成 

・日本語教育の指導者等の人材の養成・研修の企画・実施 

・日本語教室における学習環境の整備 

 

３．支援経費 

（１）アドバイザー（複数名のチーム）の派遣に伴う経費（謝金・旅費） 
※年間５回以内，１回４泊限度，かつ予算の範囲内 

（２）コーディネーターの活動に伴う経費（謝金・旅費等） 
※上限２００万円 

 

４．支援対象 

日本語教室が設置されていない市町村のうち，次のいずれかの機関・団体 

（１）市区町村（教育委員会を含む。） 

（２）複数の市区町村による実行委員会 

（３）国際交流協会。ただし以下のいずれかに該当し，かつ地域における国際交流， 

多文化共生，外国人支援等を目的とした事業を実施している団体に限ります。 

① 市町村が設立したもの 

② 市町村が事務局を務めているもの 

③ 市町村施設の指定管理業務を行う法人及び団体 

 



「生活者としての外国人」のための日本語教室空白地域解消推進事業

趣旨

日本語教室が開催されていない地域に居住している外国人は現在，約55万人おり，こういった地域に居住する外国人に日本語を学ぶ機会
を提供するために，日本語教室を開催したいと考えている地方公共団体に対し，アドバイザーを派遣し，日本語教室が開設できるよう支援
するとともに日本語教室の設置が困難な地域に住む外国人にはインターネット等を活用した日本語学習教材（ＩＣＴ教材）を開発・提供す
る。また，日本語教室がない地方公共団体を対象に先進事例等を紹介する「空白地域解消推進協議会」を開催し，日本語教室設置を促す。
これらの取組を通して日本語学習環境の格差是正を図り，日本語教育を推進する。

●「経済財政運営と改革の基本方針2017～人材への投資を通じた生産性向上～」平成29年6月9日閣議決定
●「未来投資戦略2017－Society5.0の実現に向けた改革－」平成29年6月9日閣議決定

事業概要

●地域日本語教育
プログラムの開発

●施策立案への助言

●関係機関との調整

○地域に日本語教室が開設
される，もしくは日本語
学習することにより，日
本語を習得する

○近隣住民とのコミュニ
ケーションが円滑になり
外国人が孤立することが
少なくなる

○地域住民の地域社会への参
画が増える

○地域住民（日本人・外国
人）が活躍，外国人の受
入れが円滑になる

○地域が活性化する

対象となる経費：アドバイザーへの謝金・旅費 等

日本語教育を
行う人材の育成

指導者養成プロ
グラムの開発，実
施に対する支援

日本語教室の
開設（試行）

日本語教室
の運営

地方公共団体による取組

カリキュラム・教材
の開発に対する支
援

教室運営の安定
化に向けた支援

専門家チームに
よる3年サポート

地域日本語教育スタートアッププログラム

アドバイザー派遣のイメージ

空白地域解消推進協議会

日本語学習教材の開発・提供

【対象】

●地方公共団体職員
●国際交流協会担当者

等

空白地域解
消の実践事
例紹介

地域資源活
用連携方法
等協議

インターネット

日本語学習
コンテンツ

教室に通えない日本語学習者

必要に応じて
サポート

（日本語教育コンテンツ共有システム）

日常生活に必要な日本語学習コンテンツの開発

登録

日本語・英語・中国語・韓国語・ポルトガル
語・スペイン語等多言語で提供



別紙２

番号 都道府県 市区町村・団体名

1 広島県 江田島市

2 徳島県 美波町

3 佐賀県 鳥栖市

4 熊本県
一般財団法人
熊本市国際交流振興事業団

5 鹿児島県 長島町

6 岩手県 宮古市国際交流協会

7 長野県 豊丘村教育委員会

8 石川県 中能登町教育委員会

9 京都府 福知山市

10 徳島県 つるぎ町教育委員会

11 佐賀県 嬉野市

12 佐賀県 基山町

13 長野県 白馬村

14 滋賀県 甲賀市

15 滋賀県 高島市国際協会

16 京都府 舞鶴市

平成３０年度「生活者としての外国人」のための日本語教室空白地域
解消推進事業～地域日本語教育スタートアッププログラム～

採択団体



別紙２

17 鳥取県 境港市

18 佐賀県 佐賀県



平成 30 年度「地域日本語教育スタートアッププログラム」 

文化庁委嘱「地域日本語教育アドバイザー」 名簿 

（敬称略・五十音順） 

＜シニアアドバイザー＞ 

１．石井 恵理子（いしい えりこ）  

   東京女子大学現代教養学部 教授 

   公益社団法人日本語教育学会 会長 

文化審議会国語分科会 委員（日本語教育小委員会） 

    

２．伊東 祐郎（いとう すけろう）  

   東京外国語大学 副学長・附属図書館長 

   文化審議会国語分科会長 

文化審議会国語分科会 委員（日本語教育小委員会） 

前 公益社団法人日本語教育学会 会長 

 

３．井上 洋（いのうえ ひろし）  

   一般財団法人ダイバーシティ研究所 参与 

   元 一般社団法人日本経済団体連合会教育・スポーツ推進本部長 

   元 文化審議会国語分科会 委員（日本語教育小委員会） 

 

４．尾﨑 明人（おざき あきと）   

   名古屋外国語大学外国語学部 教授 

   元 文化審議会国語分科会日本語教育小委員会 委員 

元 公益社団法人日本語教育学会 会長 

     

５．西原 鈴子（にしはら すずこ）  

特定非営利活動法人日本語教育研究所 理事 

前 独立行政法人国際交流基金日本語国際センター 所長 

元 文化審議会 会長 

元 文化審議会国語分科会 委員（日本語教育小委員会） 

 

６．山田 泉（やまだ いずみ） 

   にんじんランゲージスクール 校長 

   元 法政大学キャリアデザイン学部 教授 

   元 文化審議会国語分科会 委員（日本語教育小委員会） 

 

別紙３ 



＜日本語教育施策推進アドバイザー＞ 

７．磯村 美保子（いそむら みほこ） 

   公益財団法人名古屋ＹＷＣＡ 業務執行理事 

金城学院大学 非常勤講師 

あいち外国人の日本語教育推進会議 委員（平成 26 年度～） 

 

８．犬飼 康弘（いぬかい やすひろ）  

公益財団法人ひろしま国際センター 研修部 日本語常勤講師 

文化庁地域日本語教育コーディネーター研修 講師（平成 28～29 年度） 

   一般財団法人自治体国際化協会 地域国際化推進アドバイザー 

 

９．今井 武（いまい たけし） 

   公益財団法人石川県国際交流協会 日本語専任講師 

 

 

 

10．内海 由美子（うつみ ゆみこ） 

   山形大学学術研究院 教授 

 

 

 

11．御舘 久里恵（おたち くりえ）  

   鳥取大学教育支援・国際交流推進機構国際交流センター 准教授 

   文化庁地域日本語教育コーディネーター研修 講師（平成 27 年度） 

   一般財団法人自治体国際化協会 地域国際化推進アドバイザー 

 

12．各務 眞弓（かかむ まゆみ） 

特定非営利活動法人可児市国際交流協会 理事 事務局長  

特定非営利活動法人可児市 NPO 協会 理事 

岐阜県多文化共生推進委員 

 

13．神吉 宇一 （かみよし ういち）  

   武蔵野大学大学院言語文化研究科 准教授 

文化審議会国語分科会 委員（日本語教育小委員会） 

公益社団法人日本語教育学会 副会長 

文部科学省「留学生就職促進プログラム」専門委員 

 



14．菊池 哲佳（きくち あきよし） 

   多文化社会専門職機構認定 多文化社会コーディネーター 

公益財団法人仙台観光国際協会 係長 

一般財団法人自治体国際化協会 地域国際化推進アドバイザー 

文化庁地域日本語教育コーディネーター研修 講師（平成 28～29 年度） 

 

15．近藤 徳明（こんどう のりあき）  

   公益財団法人京都府国際センター 事業課長 

   一般財団法人自治体国際化協会 認定多文化共生マネージャー 

 

16．春原 直美（すのはら なおみ）                    

   公益財団法人 長野県国際化協会 相談役 

特定非営利活動法人 中信多文化共生ネットワーク 監事 

佐久市市民活動サポートセンター 事務局長 

 

17．仙田 武司（せんだ たけし） 

   公益財団法人しまね国際センター 多文化共生推進課長 

文化庁地域日本語教育コーディネーター研修 講師（平成 27 年度） 

一般財団法人自治体国際化協会 地域国際化推進アドバイザー 

 

18．高橋 清樹（たかはし せいじゅ） 

   NPO 法人多文化共生教育ネットワークかながわ 事務局長 

   神奈川県央地域若者サポートステーション 総括コーディネーター 

    

 

19．財部 仁子（たからべ さとこ） 

   神戸 YMCA 学院専門学校日本語学科 専任講師 

元 公益財団法人兵庫県国際交流協会 日本語教育指導員 

 

 

20．田所 希衣子（たどころ きいこ） 

   外国人の子ども・サポートの会 代表 

   外国につながる子どもサポートせんだい チーフコーディネーター 

 

 

 

 

 



21．土井 佳彦（どい よしひこ）  

   ＮＰＯ法人多文化共生リソースセンター東海 代表理事 

   ＮＰＯ法人多文化共生マネージャー全国協議会 理事 

   一般財団法人自治体国際化協会 地域国際化推進アドバイザー 

   文化庁地域日本語教育コーディネーター研修 講師（平成 29 年度） 

    

22．中東 靖恵（なかとう やすえ）  

   岡山大学大学院社会文化科学研究科（文学部）准教授 

   岡山県総社市日本語教育事業 運営委員兼コーディネーター 

   文化庁地域日本語教育コーディネーター研修 講師（平成 29 年度） 

 

23．原 千代子（はら ちよこ） 

   社会福祉法人青丘社 事務局次長（多文化事業推進担当）  

    川崎市地域日本語教育推進連絡調整会議 議長 

 

 

24．藤井 美香（ふじい みか） 

   公益財団法人横浜市国際交流協会  

多文化共生推進課シニアコーディネーター 

一般財団法人自治体国際化協会 認定多文化共生マネージャー 

 

25．堀 永乃（ほり ひさの）  

   一般社団法人グローバル人財サポート浜松 代表理事 

   全国市町村国際文化研修所多文化共生マネージャー養成コース 講師 

   一般財団法人自治体国際化協会 地域国際化推進アドバイザー 

   

26．幕田 順子（まくた じゅんこ） 

   公益財団法人福島県国際交流協会 主任主査 

 

 

 

27．松岡 洋子（まつおか ようこ）  

   岩手大学教育推進機構（グローバル教育センター）教授 

   文化審議会国語分科会 委員（日本語教育小委員会） 

   一般財団法人自治体国際化協会 地域国際化推進アドバイザー 

 



28．萬浪 絵理（まんなみ えり） 

   公益財団法人千葉市国際交流協会 委嘱日本語教育コーディネーター 

 

 

 

29．八木 浩光（やぎ ひろみつ）  

   一般財団法人熊本市国際交流振興事業団 事務局長 

一般財団法人自治体国際化協会 地域国際化推進アドバイザー 

 

 

30．結城 恵（ゆうき めぐみ） 

群馬大学 大学教育・学生支援機構 大学教育センター 教授 

    兼 社会情報学部・社会情報学研究科 教授 

文化審議会国語分科会 委員（日本語教育小委員会） 

群馬大学「グローカル・ハタラクラスぐんま」プロジェクト 

企画・運営責任者 

 

31．吉田 聖子（よしだ せいこ） 

   公益財団法人川崎市国際交流協会 評議員 

   人材育成コーディネーター 

 

 

 

32．米勢 治子（よねせ はるこ）   

   東海日本語ネットワーク 副代表 

愛知県立大学 非常勤講師 

   文化庁地域日本語教育コーディネーター研修 講師（平成 22～26 年度） 

   文化庁都道府県・市区町村等日本語教育担当者研修講師（平成 26～28 年度） 

 

 

以上 
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「生活者としての外国人」のための日本語教育事業

企画・評価会議 委員名簿

（敬称略・五十音順）

岩 田 一 成 聖心女子大学准教授
い わ た か ず な り

衣 川 隆 生 名古屋大学教授
き ぬ が わ た か お

新 矢 麻 紀 子 大阪産業大学教授
し ん や ま き こ

砂 川 裕 一 群馬大学名誉教授
す な か わ ゆ う い ち

仙 田 武 司 公益財団法人しまね国際センター
せ ん だ た け し

多文化共生推進課長




